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第１章  はじめに 

 

１ 計画策定の背景と目的 

（１）道の駅おがわまち（埼玉伝統工芸会館）について 

  道の駅おがわまち（以下、「本道の駅」という。）は、当町が郷土の伝統的手工芸品産業の

振興を図り、もって地域経済の興隆と生活文化の向上に寄与するために建設し、平成２年

（1990 年）11 月に埼玉伝統工芸会館として開館しました。 

  同館では、小川和紙をはじめとした埼玉県内の伝統的手工芸品 20 産地 30 品目を常設展

示し、和紙工房では、和紙職人の職人技を間近に見たり、体験したりすることができます。 

  また、小川和紙などの工芸品や有機などの地元農産物（以下、「地元農産物」という。）、

銘酒、漬物、お菓子などの物産品の販売も行うとともに、飲食施設を併設しています。 

  道の駅としては、平成５年（1993 年）４月に登録されました。「道路利用者への安全で快

適な道路交通環境の提供」と「地域の振興や安全の確保に寄与」を目的とする道の駅制度

がスタートした際に全国 103 か所の 1つとして登録されました。 

 

（２）道の駅おがわまち（埼玉伝統工芸会館）の現状 

  本道の駅は、建設から 30 年以上が経過し、建物及び各設備の経年劣化による大規模改修

等が必要な時期になりました。 

  また、同会館の入館者数は、平成７年度（1995 年度）の 82,877 人をピークに減少してい

ます。平成 26 年（2014 年）11 月にユネスコ無形文化遺産に細川紙の手漉き和紙技術が登

録されたことにより、一時的に入館者数は増加しましたが、その後は減少傾向が続き、同

会館の運営は厳しい状況が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※令和 2年度の入館者数の大幅な減少は、新型コロナウイルス感染症対策による休館期間があったことによります。 

  



 

（３）「和紙の有効活用による町の活性化計画」の策定 

  このような状況を踏まえ、当町は令和元年（2019 年）８月に「和紙の有効活用による町

の活性化計画」を策定しました。この計画では、本道の駅について、次のとおり再整備の

方向性を示しました。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）道の駅に求められる機能 

  道の駅は、平成５年（1993 年）４月に、道路利用者のための「休憩機能」、道路利用者や

地域の方々のための「情報発信機能」、「道の駅」をきっかけに地域の方々の協力により、

活力ある地域づくりを共に行うための「地域連携機能」の３つの機能を併せ持つ休憩施設

として、制度がスタートしました。（道の駅 第１ステージ） 

 

 

 

 

 

 

・和紙を中心にした観光施設としてのリニューアル 

・和紙体験学習センターでも実施している手漉き和紙体験については、埼玉伝統工芸会館に

集約して観光の手漉き和紙体験の充実 

・道の駅としての設備機能の充実 

・飲食施設の整備、充実及び事業者の誘致 

・周辺の観光資源である仙元山や槻川などのハイキングコースの整備等を促進し、和紙体験、

地酒、建具など伝統産業との連携活用 

・民間事業者による指定管理等の検討及び費用の抑制 

・整備の財源は、道の駅としての整備には補助金等の活用を図り、飲食施設等の商業ベースの

整備には民間投資やＰＰＰ／ＰＦＩの導入の可能性を検討 



 

  平成 25 年（2013 年）からは、施設自体の特色を出すことで、「道の駅自体が目的地」と

なるように施設のブランドを確立する道の駅が整備されるようになりました。（道の駅 第

２ステージ） 

  国土交通省は、道の駅第３ステージとして、令和７年（2025 年）までに地方創生を実現

する拠点として「観光」や「防災（感染症対策を含む）」、「子育て応援」などの機能を付加

し、「道の駅」同士や民間企業、道路関係団体等と連携していくことを期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）本計画策定の目的及び手法 

  この「道の駅おがわまち再整備基本計画」（以下、「本計画」という。）は、「和紙の有効活

用による町の活性化計画」で示した本道の駅の再整備の方向性を具体化するための計画で

す。 

  そのため、令和２年（2020 年）12月に経営コンサルティング企業に委託をして、基礎調

査、町民及び利用者アンケート調査、需要予測、整備効果等の調査・分析、道の駅第３ステ

ージの機能の導入、整備手法及び管理運営手法等の調査結果等をまとめた「道の駅おがわ

まち基本計画等策定業務報告書」を作成しました。 

  本計画は、その報告書の調査結果を基礎とし、当町の財政状況等を反映させて策定しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 上位計画等における位置づけ 

  本計画は、国土交通省の「首都圏広域地方計画」を勘案しつつ、町の上位計画の「小川町

第５次総合振興計画」（後期基本計画）及び「小川町都市計画マスタープラン」に即した計

画になります。 

また、「和紙の有効活用による町の活性化計画」の個別計画及び「小川町まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」等と連携した計画に位置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 1-1 庁内諸計画関連図】 

 

 

 

 

 

  



 

３ 本計画の構成 

  本計画は、下記のとおり構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

第２章 現状分析 

 

１ 商圏調査 

  道の駅の商圏は、道の駅における日常利用、観光利用（近郊観光）を踏まえ、車移動 10

分から 20分の「足元商圏」、車移動 30分の「ミニ観光商圏」、車移動 30分以上の「遠方観

光商圏」の３つになります。 

  本道の駅は、10分及び 20 分までの「足元商圏」並びに 30 分までの「ミニ観光商圏」を

調査しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-1 商圏の分類図】 

（１） 足元商圏 調査結果 

   各商圏別の人口データ特性結果は、次のページの【図表 2-2】のとおりになります。 

 足元商圏は、車移動 10～20 分の商圏であり、10 分商圏の人口は約 3.0 万人、主な居住

地は、小川町駅周辺及び一部嵐山町が含まれ、双方からの誘客が可能となります。 

   また、20 分商圏の人口は、約 9.3 万人となり、特に嵐山町や東松山市の一部に居住す

る人数が人口を押し上げています。 

   年齢別構成をみると、10 分商圏では 65 歳以上の比率が 30.5%と高いものの、20 分商

圏になると 28.9%と 1.6%ほど高齢化率が下がる傾向にあります。 

 

（２） ミニ観光商圏 調査結果 

   ミニ観光商圏は、車移動 30 分以内商圏で約 33.4 万人となり、人口集積地である東松

山市、坂戸市及び熊谷市等の一部を含む商圏となるため、商圏人口が大幅に増加してい

ます。 

   年齢別構成をみると、65 歳以上の比率が 30 分商圏では 27.3%となり、20 分商圏に比

べ 1.6%ほど高齢化率が下がる傾向にあります。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-2 足元商圏（左）とミニ観光商圏（下）地図と人口表】  

※人口データは、総務省（2015）「国勢調査」より抽出・加工 

 

（３） 評価 

   ミニ観光商圏（車 30 分商圏）は約 33.4 万人となり、足元商圏（車 10～20 分商圏） 

  の約３倍まで増加するため、ミニ観光商圏を意識した再整備が望ましいと考えます。 

 

  

足元商圏

足元商圏

10 ί
20 ί

メッシュ別人口

ミニ観光商圏

メッシュ別人口

■対象商圏 人口実数

10 20 30

30,079 93,074 334,187

男性 14,991 46,665 168,192

女性 15,088 46,409 165,995

世帯数 11,711 34,777 132,034 

人口 （0~14 歳） 2,953 10,350 38,836

人口 （15~64 歳） 17,955 55,914 204,207

人口 （65歳以上） 9,185 26,885 91,332

■対象商圏 構成比

10 20 30

人口総数 100.0% 100.0% 100.0%

男性 49.8% 50.1% 50.3%

女性 50.2% 49.9% 49.7%

世帯数 - - -

人口 （0~14 歳） 9.8% 11.1% 11.6%

人口 （15~64 歳） 59.7% 60.1% 61.1%

人口 （65歳以上） 30.5% 28.9% 27.3%



 

２ 立地調査 

  本道の駅の立地調査で実施した交通量調査では、1 日あたり 1.1 万台あり、主要幹線道

路の国道 254 号上に面し、駐車場台数も 100 台近くあるため評価は高くなります。 

しかし、入口に物販機能の建物があり、施設の概要が伝わらず、立ち寄りを誘発しにく

くなっていますので、何らかの対策が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-3 立地評価地図】 

  



 

  前述の立地状況を加味し、下記の 10項目で立地分析をした結果「7物件前視認性」が 150m

手前から視認することができないので「×」となりました。また、「５信号機までの距離」

及び「８将来拡張性」で「△」になったものの、そのほかの項目は「〇」となったため、総

合評価は 16 点で「○」となります。この立地評価と対面交通量から、国道 254 号を通行中、

本道の駅を認識した車両の誘導確率は上位で推移するものと予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-4 立地評価一覧表】 

  



 

３ 劣化診断 

  劣化診断等にあたっては、専門家により施設の現地調査を行い、総評とともに建物、電

気設備及び機械設備の３つの部門毎に調査結果がまとめられました。 

（１）総評 

・本建物は平成２年（1999 年）竣工で、建設後 30 年以上経過しています。 

・以後、各部のメンテナンスは行われてきたものの、大規模な改修工事等は、特に行われ

ていません。 

・各部の劣化は、経年による劣化が進行し、建物本体では一部損傷等があります。 

・設備面も耐用年数の経過している機器も多く、今後の建物維持等を考慮すると早めの

大規模改修等が必要です。 

・今後の建物の長期の運用も考慮した場合には、大規模改修だけでなく、用途変更、増改

築なども視野にいれた上で、建物の維持保全の計画検討が望まれます。 

・改修等にあたっては、法適合や非構造部材等への対応をはじめとした安全性の向上や、

平屋建ての建物としての進展性も考慮の上、将来の建物運用の検討を行うことが必要

です。 

 

（２）建物 

・屋根部分については、ある程度の劣化が見られるものの、直ちに漏水が発生すること

はありません。 

・雪害によりいくつかの箇所については、瓦のずれ等も発見されており、補修が必要で

す。 

・全ての各部位で劣化が進んでおり、大規模な改修等は必要と思われます。 

・建物自体の構造は、建設時に適切な手続きを経て、建設されたものではあるものの、外

壁材等については、安全性の確認ができない状態であると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）電気設備 

・変電設備については、耐用年数を過ぎ、外部、内部とも塗装に錆、腐食等があります。 

また、内部機器も劣化が進行し、故障のリスクを考慮すると早めの更新が望まれます。 

・照明器具、スイッチ類、配線器具は、耐用年数を過ぎ劣化が進んでいるが、部位により 

適宜更新されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（４）機械設備 

  ・機械設備についても、耐用年数を過ぎ劣化が進んでおり、更新の検討が必要です。配

管設備等については、鉄管など腐食が進んでおり、更新が必要なものがあります。 

  ・空調、換気設備も、耐用年数を過ぎ劣化が進んでおり、更新の検討が必要です。 

配管等については、鉄管など腐食が進んでおり、更新が必要なものがあります。 

  ・換気ダクト類は、一部腐食が確認できるが、概ね良好で、不具合部のみの更新で対応 

が可能と考えられます。 

  ・消火設備類のポンプ等については、更新の時期を迎えている。部位により定期検査等 

での不具合箇所の修繕等で対応が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）改修費用 

  ・今回の劣化診断・調査の結果を踏まえ、不具合箇所を改修又は修繕した場合の改修費 

用の概算は約５億円～約６億円が見込まれます。 

 

 

 

 

  



 

４ 町民及び利用者アンケート調査・結果 

  本アンケート調査は、小川町の町民、施設利用者を対象に現状の機能における「満足度」

や「改善点」、今後どのような機能を求めているか要望を聞き取り、本計画を策定する際の

参考とすることを目的に実施しました。 

（１） アンケート調査の概要 

・調査スケジュール 

 令和 2年 8月 1 日～8月 17 日 町民向け 調査票配布・回収 

令和 2年 7月 28 日～9月 6 日 利用者向け 調査票配布・回収 

令和 2年 8月 18 日～9月 25 日 調査票集計・分析 

  ・調査対象・回収数等 

   小川町の町民  1,500 名（無作為抽出）中 616 件（41.4％） 

   道の駅おがわまちの利用者   241 件 

 

（２） アンケート調査結果の概要 

  ア 施設への来訪経験 

・来訪経験について、利用者向けは「時々くる」「たまに来る」割合が約 4 割と比較的、

頻度の高い利用者が多いのに対し、町民向けでは「あまり来ない」「過去に来たことが

ある程度」が約 6割と来訪頻度が低い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 施設への来訪目的 

・来訪目的について、町民向けでは、「イベントや催し物への参加」が最も多くなりまし

た。 

・利用者向けでは、「地場産品（生鮮野菜・加工品等）の購入」が最も多く、次いで「ト

イレ・休憩」、「食事」が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  ウ 施設への満足度 

・来訪経験について、利用者向けで最も満足度が高い施設は「麺工房かたくり」でした。 

町民向けでは、「手すき和紙実演、体験」の満足度が最も高くなりました。 

・一方、「農産物直売所」「麺工房かたくり」は、町民向けでは満足度が低い傾向にあるた 

め、この再整備で改善を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 機能別に求められること 

・農産物直売所については、「野菜・果物の新鮮さ」や「取り扱い品目の豊富さ」、「地域 

ならではの商品」を求める意見が多くなっています。 

・麺工房かたくりについては、「ここでしか味わえないオリジナルメニュー」が最も多く 

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  オ 今後、充実させてほしい機能 

・充実させてほしい機能について、利用者向け及び町民向けいずれにも要望が高い機能は

「無料の休憩スペース」、「町民や観光客が活用（交流）するスペース」でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  カ 既存施設の部門別満足度比較 

  ・道の駅が立地する小川町の町民の方及び道の駅の利用者が持つ道の駅の満足度を調査

することで、今後の利便性向上につなげます。 

  ・利用者満足度に比べて、町民満足度が全体的に低くなりました。特に物販、飲食部門

の町民満足度は 50pt を下回っているため、改善優先度が高い状況です。 

  ・一方、伝統工芸会館は、町内外から一定の評価があるものの、利用者満足度は低く、一

定の改善が必要です。 

【表 2-5 アンケート結果集計表】 

  



 

５ 需要予測（年間利用者と売上高の設定） 

（１） 算出方法 

  年間利用者及び売上高の予測設定に２段階の推計方法を用います。 

  １つ目の「交通量からのアプローチ」では、道の駅おがわまちの対面交通量×立ち寄り

率で計算する手法となります。立ち寄り率については、小型車・大型バス等の車種別に算

出し、立ち寄り率も変動させます。 

  ２つ目の「潜在需要からのアプローチ」では、足元商圏需要＋観光商圏需要で計算する

方法を用います。足元商圏需要は商圏内世帯数×シェア（利用率）で計算し、観光商圏需

要については、観光客数×立ち寄り率で計算します。両者で算出した数値を元により正確

な年間利用者数を予測します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  上記、交通量試算では算出した年間利用者数の数値を元に、直売・物販、飲食、その他ご

とに売上高＝需要額を試算します。売上高＝需要予測は年間利用者数×平均客単価で試算

します。 

  一方で、潜在需要からのアプローチでは、商圏内の市場規模を算出し、どの程度のシェ

アを獲得できるかを設定し、需要を算出します。ただし、小売店または近隣の市町村にあ

る道の駅、直売所、SA・PA 等類似施設との競争力の差によって獲得しうるシェアは変動し、

直売所や物販で扱う品目によって平均客単価の変動も想定されます。 

このため、より正確な売上予測を行うために精緻な売上予測は、巻末の資料編にて試算

しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１．１世帯あたりの品目別消費金額：総務省「家計調査年報」より抽出 

※２．シェア：商圏内における自施設の占有率、類似施設、認知度等から設定 



 

（２）交通量からのアプローチ 

  交通量からのアプローチにおいては、本道の駅の入り口付近で行われた交通量調査での

交通量を基礎として、その立ち寄りの可能性から道の駅の需要を予測します。 

  なお、立ち寄り率については、本道の駅の交通量と類似する他の道の駅群の数字を抽出

し、上位グループ、中位グループ、下位グループに区分し、いずれかの数値を採用します。

本道の駅の立ち寄り率は、前項で行った立地診断の総合評価が 20 点中 16 点の「○」であ

ったため、上位の数値を用います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本道の駅近くの対面道路の国道 254 号の交通量は、調査の結果約 1.1 万台となります。

この台数から予測される平均乗客数は約 1.9 万人となり、この平均乗客数に立ち寄り率を

乗算した結果が道の駅への１日あたりの立ち寄り人数となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-6 交通量 試算表】 

 

 

  

Ẍ 単位：台

小型車 大型バス 大型車 合計 小型車 大型バス 大型車 合計

7,508 71 1,257 8,836 10,927 71 284 11,282

小型昼夜比率 大型昼夜比率 12時間大型混入率 24時間大型混入率

128.0% 181.3% 17.7% 3.2%

Ẍ Ḳ

分類 台数 比率 1台当り人数 人数 合計人数

小型車 10,927 96.9% 1.5 16,391

大型バス 71 0.6% 30.0 2,138

大型車 284 2.5% 1.0 284

昼間12時間自動車類交通量 24時間自動車類交通量

上下合計 上下合計

18,812



 

【交通量からのアプローチ結果】 

   立ち寄り率は、これまでに整備された道の駅のデータから大きく３つに分類されます。

３つの数値は立地によって大きく異なることから、前項の立地診断の結果を勘案し、本

計画では上位数値である 5.6％を採用します。その結果、物販・飲食等の１日あたりの利

用者数が 1,044 人となり、年間利用者数は約 38.0 万人となります。また、この数値を直

売所、飲食、ファストフードの３機能に分類し、想定客単価で乗算した場合、売上＝需

要額は約 3.8 億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-7 交通量からの売上（需要）予測】 

 

 

 

  

Ẍ  （単位：千円） 
No. 項目 年間利用者数 構成比 単価 売上予測 
1 直売所（農産物直売＋観光物産） 285,034  75%  1,000  285,034  
2 飲食 57,007  15%  1,200  68,408  
3 ファストフード 38,005  10%  600  22,803  

380,046  100%  990  376,245  
【試算の条件】 
※年間利用者数は、国道254 号を通行する自動車の乗車人数×立ち寄り率×364 日（年間休日 1 日）で算出。 
※直売所の年間利用者数は全体需要の75% 程度、飲食・ファストフードへの立寄り人数はそれぞれ全体需要の15%,10% として試算。 
※客単価は、標準的な道の駅の数値から数値を設定。 

 



 

（３） 潜在需要からのアプローチ 

  潜在需要から利用者・需要を予測するための手法としては、次の【表 2-8】のとおり、道

の駅が対象とする商圏を設定し、道の駅で扱う品目・サービスから市場規模を算出し、ま

た、その市場から類似施設との関係を鑑みて適正なシェアを設定し、需要額を算出する手

法を用います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本計画では対象商圏として、前述の道の駅の３つの商圏、足元商圏（車 10 商圏）、ミニ

観光商圏（車 20分商圏）、さらに遠方観光商圏を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-8 対象商圏と世帯数一覧】 

  また、品目においては、交通量と同様に物販、飲食、ファストフードの３種類を設定し、

該当する品目・サービスの消費金額については総務省の統計データ「家計調査年報」の 2019

年度版の中項目を用います。 

  設定シェアについては、一般的な道の駅の試算において用いられる商圏別のシェア率を

使用し、小川町内の生産状況、消費状況を鑑みて簡易的に３段階で設定し、売上＝需要額

を試算します。 



 

  【潜在需要からのアプローチ結果】 

   潜在需要モデルからの試算結果は、次の【表 2-9】のとおり、物販の売上額は足元商圏・

ミニ観光商圏の約 2.6 億円、遠方観光商圏の約 0.6 億円を合わせて約 3.2 億円となりま

す。また、ファストフードの売上げは 0.4 億円、飲食の売上げが約 1.0 億円となるため、

合計の売上＝需要額は約 4.5 億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-9 商圏人口からの需要（売上）予測】 

 

（４） ２つのモデル試算の結果 

  ２つの試算モデルから需要額は年間約 3.8 億円～約 4.5 億円、年間利用者数は約 38.0 万

人～46.3 万人となります。これに、トイレ及び休憩のみの利用者を想定した試算を加えた

総年間利用者数は、約 56.7 万人～約 69.0 万人になることが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品目
足元商圏＋

ミニ観光商圏売上
観光指数

遠方観光

商圏売上
全商圏合計売上 構成比

野菜 60,703 16% 11,270 71,973 15.9%

果物 15,033 17% 3,007 18,040 4.0%

花木 19,609 17% 3,921 23,530 5.2%

精肉 5,612 0% 0 5,612 1.2%

鶏卵 17,174 17% 3,435 20,609 4.5%

弁当・惣菜 4,261 23% 1,278 5,539 1.2%

加工品 16,135 12% 2,263 18,398 4.1%

鮮魚 3,979 0% 0 3,979 0.9%

塩干 1,788 3% 61 1,849 0.4%

菓子 32,854 38% 19,712 52,566 11.6%

その他 85,488 13% 13,048 98,536 21.7%

合計 262,636 22% 57,995 320,631 70.6%

143,743 44.8%

ファストフード 29,037 25% 8,711 37,748 8.3%

飲食 79,636 25% 15,927 95,563 21.1%

総合計 371,309 22% 82,633 453,942 100.0%

Ẍ ḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬḬ単位：千円

直売に占める売上高と売上比率

Ẍ
需要額 想定客単価 年間利用者数

足元商圏 ミニ観光商圏 遠方観光商圏 （単位：千円） （単位：円） （単位:人）

1 直売所（農産物直売＋観光物産） ◎ 〇 △ 285,034 1,000 285,034

2 飲食 〇 〇 ◎ 68,408 1,200 57,007

3 ファストフード 〇 〇 〇 22,803 600 38,005

‐ ‐ ‐ 376,245 990 380,046

総利用者数指数 総年間利用者数

1.49 566,268

Ẍ
需要額 想定客単価 年間利用者数

足元商圏 ミニ観光商圏 遠方観光商圏 （単位：千円） （単位：円） （単位:人）

1 直売所（農産物直売＋観光物産） ◎ 〇 △ 320,631 1,000 320,631

2 飲食 〇 〇 ◎ 95,563 1,200 79,636

3 ファストフード 〇 〇 〇 37,748 600 62,913

‐ ‐ ‐ 453,942 980 463,180

※年間利用者数は潜在需要額を部門別の想定客単価で割り戻した数値とする。 総利用者数指数 総年間利用者数

※想定客単価は、物販1000円、飲食1200円、ファストフード600円とする。 1.49 690,138

※道の駅には有料サービスを利用する来場者の他に、トイレ・休憩等のみを利用する来場者が存在する。

　同利用者の割合を、財団法人地域活性化センター（2014）「道の駅実態調査」のデータより1.49と設定する。

【表2-10　２つのモデル試算の結果】

ターゲット商圏

合計

ターゲット商圏

合計

施設

施設

No.

No.



 

（５） 現況施設の売上げと２つのモデル試算との比較 

  現況の施設で、売上げが最も多かった平成 27 年度と２つのモデルとを比較すると次の

とおりになります。現況施設の売上げと比べた場合の増加率は、交通量モデルが約 2.3

倍、潜在需要モデルが約 2.9 倍の増加が見込まれます。 

  直売所では、現況施設の売上げと比べた場合の増加率は、交通量モデルが約 2.2 倍、潜

在需要モデルが約 2.6 倍の増加、飲食では、現況施設の売上げと比べた場合の増加率は、

交通量モデルが約 1.5 倍、潜在需要モデルが約 2.5 倍の増加となります。ファストフード

は現況施設にはありませんので、それぞれ皆増になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-11 現況施設とモデル試算との比較】  

No. 施設 H27年度の売上げ 交通量モデル 増加率 潜在需要モデル 増加率

1 直売所 87,880 285,034 2.2 320,631 2.6

2 飲食 27,408 68,408 1.5 95,563 2.5

3 ファストフード ー 22,803 皆増 37,748 皆増

115,288 376,245 2.3 453,942 2.9

■ 現況施設の売上げと２つのモデルの比較（単位：千円）

合計



 

６ 現状分析のまとめ 

  現状分析の結果をまとめると、次のとおりになります。 

 

   項目 現状分析の結果 

１ 商圏調査 

・ミニ観光商圏（車 30分商圏）は約 33.4万人となり、足元商圏（車

10～20分商圏）の約３倍まで増加するため、ミニ観光商圏を意識した

再整備が望ましい 

２ 立地調査 
・立地評価と対面交通量から、国道 254号を通行中、本道の駅を認識し

た車両の誘導確率は上位で推移するものと予測される 

３ 劣化診断 

・各部の劣化については、経年による劣化が進行し、建物本体では一部損

傷等がある 

・設備面も耐用年数の経過している機器も多く、今後の建物維持等を考

慮すると早めの大規模改修等が必要 

・不具合箇所の改修又は修繕した場合の改修費用の概算は、約５億円

から約６億円 

４ アンケート調査 

・直売所では、「野菜・果物の新鮮さ」や「取り扱い品目の豊富さ」、「地域

ならではの商品」を求める意見が多い 

・飲食では、「ここでしか味わえないオリジナルメニュー」を求める意見が最も多

い 

・充実させてほしい機能では、利用者向け及び町民向けいずれにも要望が

高い機能は、「無料の休憩スペース」、「町民や観光客が活用（交流）す

るスペース」となった 

・利用者満足度に比べて、町民満足度が全体的に低い。特に物販及び飲

食部門の町民満足度は、平均の 50ptを下回っているため、改善優先度

が高い状況 

・伝統工芸会館は、町内外から一定の評価があるものの利用者満足度は

低いため一定の改善が必要 

５ 需要予測 

・交通量と潜在需要の２つの試算モデルから需要額は、年間約 3.8億円

から約 4.5億円 

・総年間利用者数は、約 56.7万人から約 69.0万人になる見込み 

・現況施設の売上げと比べた場合の増加率は、交通量モデルが約 2.3倍、

潜在需要モデルが約 2.9倍の増加 

・ファストフードを新たに整備することで、約２.3千万円~約 3.8千万円の

需要の増加が見込まれる 



 

第３章 再整備のコンセプト及び整備内容 

 

１ 再整備のコンセプト 

（１）再整備のコンセプト 

  町民及び利用者アンケートの結果から必要なコンテンツを下図のとおり整理して検討し

た結果、再整備のコンセプトを「手漉き和紙と有機の里 道の駅おがわまち」と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 3-1 コンセプトと必要機能】 

 

（２）コンセプトを実現するための方向性 

  「手漉き和紙と有機の里 道の駅おがわまち」を実現するため、伝統工芸部門、物販部門

及び飲食部門の方向性を次のとおり定めます。 

部 門 方 向 性 

伝統工芸部門 
和紙を中心とした展示に変更するとともに、体験メニューを充実させ、利用者増と

満足度の向上を図る 

物販部門 
地元農産物の取り扱いを強化するとともに、販売する商品を見直し、地元利用及

び観光客利用を促進する 

飲食部門 
地元農産物やうどんを中心に小川町らしさを訴求する飲食の提供とともに、新たに

軽食（ファストフード）の提供により、地元利用及び観光客利用を促進する 

  



 

２ 整備内容の体系 

  本道の駅の整備内容の検討にあたっては、前章までの現状分析や再整備コンセプトから

道の駅の３つの機能である休憩機能、情報発信機能及び地域連携機能に加えて、国土交通

省が推進する道の駅第３ステージの地方創生を実現する拠点として「観光」や「防災（感

染症対策を含む）」、「子育て応援」などの整備内容を検討します。整備内容の体系は次のと

おりになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 3-2 整備内容 体系図】 

  



 

３ 整備内容 

（１）休憩機能 

  道路利用者への安全・快適な道路交通環境を提供するため、24 時間無料で利用できる駐

車場やトイレ等の休憩機能を整備します。 

  駐車場には、二酸化炭素排出抑制対策（ゼロカーボンシティ）を推進するため、引き続

き電気自動車用急速充電器を設置し、将来的な需要増にも対応できるよう増設スペースの

確保も検討します。 

  また、サイクリング需要を考慮して、シティサイクル、スポーツサイクル、電動アシス

ト自転車などにも対応可能な駐輪施設等の設置も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  トイレについては、町民及び利用者アンケートで改善の要望が多く見られました。トイ

レを清潔に保つ機能やユニバーサルデザインを採用したバリアフリートイレの設置により、

車椅子の方などにも使いやすいトイレを設けます。 

また、子供連れの方のためのベビーコーナーや授乳室などを設けるなど、利便性や快適

性に配慮し、心地良く使用できるトイレを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２） 情報発信機能 

  道路利用者への渋滞、交通規制やルート等の道路交通情報を提供するとともに町内の観

光情報、町内の商店の紹介やイベントのお知らせなどを行うため、観光総合案内所及び情

報提供コーナーを設けます。来訪者の町内への周遊を積極的に推進するため、地域を熟知

した町観光協会等と連携しながら観光案内コンシェルジュの配置も検討します。 

  また、聴覚や視覚等に障害のある方へ配慮した案内の実施に加え、外国人観光客（イン

バウンド）に対応するための多言語表記の看板及びパンフレットを設置します。 

  さらに、インターネットやＳＮＳを活用して、道の駅や地域の情報、地元産品の紹介な

どの情報発信を推進します。 

  この他に就業情報や移住定住情報を提供するなど、当町への移住定住者の拡大に向けた

取り組みを検討します。 

  情報提供コーナーには、パンフレットやチラシだけでなく、大型タッチパネルなど高齢

者や外国人にも使いやすい設備を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域連携機能 

  商工会、観光協会、農業関係者、まちづくり推進団体等と連携・協働を推進し、広場等に

おけるイベント開催や多目的室におけるコミュニティ活動など、道の駅第３ステージに示

された「地方創生・観光を加速する拠点」としての機能を推進します。 

  また、「道の駅」同士や民間企業等の繋がりを面的に広げ、元気に稼ぐ地域経営の拠点と

して力を高めるとともに、新たな魅力を持つ地域づくりに貢献します。 

  



 

  ア 伝統工芸部門 

   再整備に際しては、「和紙の有効活用による町の活性化計画」で示したとおり、約 1,300

年の歴史を持ち、当町を代表する伝統工芸である和紙を中心とした観光施設とします。 

   その際には、古き良き和紙文化を広く町内外の方々に知ってもらうため、和紙関係団

体の意見等を聞き、和紙の製造工程の展示や和紙物販等を充実します。 

また、手漉き和紙体験では、従来のメニューのほか、より幅広い年齢の層の方が体験で

きるメニューも検討します。 

   さらに、「体験したい、楽しみたい、また来たい」と思える施設を目指して、和紙を使

ったクラフト体験や和紙とデジタル技術を組み合わせた体験や展示等、和紙への興味や

魅力アップにつながる新らたなサービスを検討します。 

   この他、当町の伝統工芸である組木細工の体験などの実施も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 物販部門（直売所及び加工所） 

   現在の直売所は、農産物及び観光物産を取り扱っていますが、売場が歪で面積も狭く、

町民及び利用者アンケートの双方で満足度が低い状態になっています。 

   今後は、十分な売場面積の確保に加えて加工所の整備を検討し、地元農産物等の出荷

量の割合を増やす取り組みや地元農家及び関係団体と連携・協力して、季節を通じ、新

鮮かつ多様な品揃えの充実に努めます。 

   また、惣菜・菓子等の観光向け商品の充実、地元農産物や商材などを利用した「ここ

でしか買えない」新商品開発及びブランド作りを目指します。 

 



 

   さらに、子育て世代やお年寄りが時間に余裕を持って買物をするなど、滞在時間の長

大化による消費行動の増加を推進するため、休憩スペースとして直売所の付帯スペース

にベンチの配置などを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 飲食部門（レストラン） 

   現在の飲食は手打ちうどんやそばのみで、手打ちうどんでは地元の小麦粉を使ってい

るという特色はあるものの、商圏ポテンシャルを活かしきれていない状況です。町民及

び利用者アンケートによる満足度調査は、利用者の満足度は高いものの、町民の満足度

は低く改善の必要があります。 

   再整備にあたっては、町外からの来訪者だけでなく、交流の場として町民も気軽に利

用したくなる店舗を目指します。 

   具体的には、地元の小麦粉を使った手打ちうどんやそばに加え、コンセプトの１つで

ある「有機の里」を実現するため、地元農産物及び商材を活用したレストランとし、「こ

こでしか食べられない」独自メニューを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  エ ファストフード部門 

   これまで、本道の駅には無かった部門で、町民及び利用者アンケートでも気軽に寄れ

るカフェ等を要望する声が多く寄せられています。 

   また、地域に特化した商品を開発・展開することで、足元需要やミニ観光だけでなく、

遠方観光の需要も期待できます。 

   具体的には、「気軽に寄れて、リラックスできる場所」として、パン・カフェ・スイー

ツ等を提供するファストフードの整備を検討するとともに、「ここでしか買えない」「地

元の材料を使った」など通常のファストフード店との差別化を図ることも検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）子育て支援機能 

  妊婦に配慮した屋根付き優先駐車スペースの整備、おむつ替え専用のスペース、授乳室

及びおむつの自動販売機の設置などを検討します。 

  また、町民及び利用者アンケートでも子供たちの遊び場の設置の希望が多く寄せられて

いることから､子供たちの遊び場の設置を検討します。 

  さらに、親子で一緒に体験したり、遊ぶだけでなく、子供向け和紙を使った工作体験な

どを受講する傍ら、保護者がゆっくり買い物や飲食等を楽しめたり、交流できるような企

画も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（５）防災拠点機能 

  道の駅は、東日本大震災をはじめとした大規模災害の教訓を踏まえ、災害時に対応した

防災機能の整備や感染症への対策が求められています。本道の駅は、大地震などの大災害

が発生した場合、道路利用者及び地域住民の避難や支援をする「地域の防災拠点機能を持

つ道の駅」として利用されることが想定されます。 

  そこで、施設の耐震補修とともに、災害直後も避難者などに水・電気・トイレ等が提供

できるように防災備蓄倉庫、耐震性貯水槽、太陽光発電などによる非常用発電設備、防災

トイレの整備などを検討します。 

  また、感染症対策の一環として、空調設備の再整備の際には、密閉空間にならないよう

に換気機能が高く、同時に建築物の二酸化炭素排出抑制対策の推進に資する高機能換気設

備の導入を検討します。 

  さらに、ソフト面の施策として、災害時に優先すべき業務を特定する業務継続計画（BCP）

や定期的な防災訓練の実施、感染症対策も推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 環境負荷軽減対策 

 「ゼロカーボンシティ宣言」のまちとして、施設内のエネルギーの見える化、太陽光発電

及び蓄電池による再生可能エネルギー等の有効利用、高効率空調設備や照明のＬＥＤ化など

による省エネルギーの推進を検討します。 

 また、レストランや加工所などから出る残渣の活用を検討します。 

  



 

第４章 施設配置 

 

１ 施設配置の視点 

  施設配置の検討にあたっては、立地調査の結果を踏まえた前面道路からの視認性、歩行

者・車両の安全性、施設間の利便性、商圏調査等に配慮する必要があります。 

（１） 道路からの視認性に優れ交通安全に配慮した施設配置 

  多くの道路利用者等の立ち寄りを促すため、国道 254 号からの視認性に優れ、出入口の

安全確保及び交通安全に配慮した施設配置とします。 

 

（２）施設間の相互利用がしやすい施設配置 

  休憩施設及び地域振興施設の相互利用を誘導できるような施設配置を検討します。 

また、来場者の歩行距離や動線の円滑化など来場者の利便性・安全性にも配慮します。 

 

（３）商圏ポテンシャル及び需要予測を活かした施設配置 

  商圏調査・分析及び需要予測の結果から、物販部門や飲食部門の売上ポテンシャルが確

保できるスペースの整備を検討します。 

 

（４）近隣の観光スポット等との連携を考慮した施設配置 

  当町の観光拠点としての機能を高めるため、本道の駅周辺の観光施設や河川等の観光ス

ポットへの移動がしやすいように動線を確保します。 

  また、本道の駅と隣接する農地を民間事業者が活用することも想定し、相乗効果が図れ

るよう相互が利用しやすい接道等の動線を検討します。 

 

（５）各種イベントの開催を考慮した施設配置 

  本道の駅は、例年県内外から多くの方が参加する「小川和紙マラソン大会」のメイン会

場として利用されています。 

  他にも様々なイベントが開催されていることから、各種イベントの開催を考慮した施設 

配置を検討します。 

 

 

  



 

２ 施設配置の方向性 

  前項の施設配置の視点及び劣化診断を踏まえ、５つの建物のうち物産展示棟・研究開発

棟・実習棟の３棟については、今後の有効活用と充実を図るとともに、施設設備の経年劣

化の状況から施設を増改築し、新たに休憩施設及び産業地域振興施設を整備する方向で検

討します。 

  また、伝統工芸施設の管理棟及び展示棟については、施設設備の改修や配置転換等の整

備を行う方向で検討します。 

（１） 施設 

  各施設の整備にあたっては、次のことを考慮して整備を検討します。 

  ア 休憩施設 

   隣接する国道 254 号からの安全確保と道の駅の利用の視認がしやすく、施設内の建物

がわかりやすいように物産展示場があった場所（手前）に駐車場を増設し、各施設への

利便性の向上を図ります。 

   24 時間利用可能なトイレや休憩室・交通情報等提供する休憩施設は、駐車場から近い

位置に新設します。また、サイクリストなどの利用を想定した更衣室等の整備を検討し

ます。 

 

  イ 産業地域振興施設 

   研究開発棟・実習棟のあった奥の南側には、直売所等物販部門及びレストラン等の飲

食部門の産業振興施設並びに交流ホールを新設します。 

   物販部門には、円滑な搬入路を確保し、農産物や観光物産の搬入や農産物加工等のた

めのバックヤードを設けます。また、パンやカフェ、スイーツ等を販売するファストフ

ードコーナーの整備を検討します。 

   交流ホールには、パン教室等による食の魅力の創出や地域の食文化を伝承し、「食」に

よる地域交流を推進するためのキッチンスタジオを設けるとともに、観光案内所や授乳

室、トイレの整備を検討します。 

   飲食部門には、レストランとともに開放感のあるオープンデッキを整備して気軽に寄

れる飲食スペースの整備を検討します。 

 

  ウ 伝統工芸施設 

   これまで映写室であった部屋をイベントや研修などにも利用できる多目的室を設ける

ことでギャラリーとともに活用します。 

   和紙実習室、和紙体験室、展示スペース及び伝統工芸品販売所は、手漉き和紙体験な

ど地域の伝統工芸の体験を中心とした施設に再整備することで充実を図ります。 

   施設の一画に、防災備蓄庫を整備して災害時に対応できる環境を確保します。 

 

 

 

  



 

（２） 広場・駐車場等 

  ア 広場 

   広場には、「小川和紙マラソン大会」メイン会場としての十分なスペースを確保した上

で、遊具等を配置した公園、屋外のイベントステージ、休憩スペースとして活用できる

四阿の整備等を検討します。 

 

  イ 駐車場 

   駐車場には、障害者や妊婦に配慮した屋根付き優先駐車スペースや電気自動車用急速

充電器の設置を検討します。 

   また、自転車専用スペースやバイク専用駐車場の確保を検討します。 

 

３ 施設配置案 

  施設配置の方向性を踏まえ、各施設の規模を次のとおり想定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 4-1 施設配置案イメージ図】 

※なお、上記の施設配置案は現時点での想定イメージ図であるため、今後の検討や関係者

との協議により変更が生じます。 

 

４ 概算事業費 

  前項の施設配置案等を基に、本道の駅の再整備に係る概算事業費を試算すると約 5.4 

億円から約 7.9 億円が見込まれます。（周辺整備費用等は除く。） 

  このため、整備費用及び管理運営（ランニングコスト）の縮減に向けて、利用可能な補

助制度を積極的に活用にします。 



 

５ 利用可能な補助制度 

  本道の駅の再整備にあたって利用可能な補助制度としては、国土交通省、農林水産省及

び内閣府の交付金など複数の利用が見込まれます。今後、さらに利用可能な補助制度を調

査し検討します。 

また、この他に埼玉県の補助制度（ふるさと創造資金）の活用についても検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また、経済産業省、観光庁及び環境省等の補助金は、特定のテーマ（電気自動車充電設

備、キャッシュレス、インバウンド対応及び空調設備等の二酸化炭素排出削減）に活用す

ることができますので、これらについても調査し検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 所管 名称 概要

1 社会資本整備総合交付金

国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地方公

共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金として平成22年度に創

設

令和3年度予算　7,413億円

2 観光振興事業

訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等において、公共交通機関の駅等から個々の

観光スポットに至るまで、ICTも活用して、多言語案内標識や無料エリアWi‐Fiの整備、域

内の小売・飲食店を挙げたキャッシュレス決済対応等のまちなかにおける面的な「まるごとイン

バウンド対応」や、これらと一体的に行う外国人観光案内所の機能強化等を集中的に支援

し、「まちあるき」の満足度の向上を目指す

あわせて、観光地の災害等の非常時の対応能力の強化を図る

令和3年度予算　34億円（訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業）

3 地域公共交通確保維持改善事業
地域の多様な関係者が協働した地域の公共交通の確保・維持、利便性の向上等の取組み

を支援する事業

令和3年度予算　206億円

4 農林水産省
農山漁村振興交付金

（農山漁村活性化整備支援）

都道府県又は市町村が作成した、農山漁村における定住及び農山漁村と都市との交流促

進を図るための「活性化計画」の実現に向けて、農産物加工・販売施設、地域間交流拠点

等の整備を支援する。例えば、集出荷・貯蔵・加工施設や直売所、農家レストラン等の整備

が交付対象となる

令和3年度予算　98億円（農山漁村振興交付金　全体）

5 内閣府 地方創生拠点整備交付金

地方版総合戦略に基づく自主的・主体的な地域拠点づくりなどの事業のうち、地方創生につ

ながる先導的な施設整備を支援する

具体的には、運営戦略や事業計画に基づき利活用方策が明確にされ、それにより十分な地

方創生への波及効果（例：観光・農林水産業の振興、地方への移住・起業等の促進、女

性・高齢者の就業促進、交流人口の拡大、地域の消費拡大）の発現を期待できるものを

対象とする

令和3年度予算　50億円　令和2年度第3次補正予算　500億円

6 埼玉県 ふるさと創造資金

市町村の主体的な取組を支援する

地域資源や市町村の強みを活かした市町村主体の地域づくりの取組を支援する市

町村提案・実施型事業、県政の重要課題の解決に向けた取組を支援する県政策連

動型事業及び災害等の不測の事態への対応を支援する災害等対策事業がある

国土交通省

No. 所管 名称 概要

7 経済産業省
電気自動車・プラグインハイブリッド

自動車の充電インフラ整備事業費補助金

電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド自動車（PHV）の普及を通じて、運輸部門に

おけるCO2の排出抑制や石油依存度の低減を図るため、普及に不可欠な充電インフラの

整備を促進する

8 観光庁 訪日外国人受入環境整備対策事業
地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業

訪日外国人旅行者にとって利用しやすい観光案内所の整備を促進するため、設備の設

置、施設の整備・改良等に要する経費の一部について支援

9 環境省 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
エネルギー対策特別会計（エネ特会）を活用したエネルギー起源二酸化炭素排出抑制

に関する対策を推進するための補助事業



 

第５章 再整備の手法 
 

１ 公共施設アセットマネジメントと財政上の課題 

  当町は、本道の駅以外にも多くの公共施設を整備しており、老朽化対策が課題である施

設も複数存在します。 

  また、人口減少が進む中、老朽化対策に加え、施設の統廃合も進める必要があり、いず

れの場合にも非常に高額な費用がかかるため、コストや優先度を勘案しながら適切な公共

施設アセットマネジメントを推進する必要があります。 

  本道の駅の再整備についても例外ではなく、最小限の費用で最大の効果を発揮する工夫

が必要であり、国等の補助金の最大限の活用、町独自財源の圧縮、ランニングコストも踏

まえた整備内容の精査、民間資金の活用等を積極的に推進します。 

 

２ 民間活力の活用 

  再整備のコンセプトを効果的かつ効率的に実現するためには、民間事業者の柔軟な発想

や管理運営のノウハウを取り入れる必要があると考えます。 

  運営事業者の管理運営のノウハウを踏まえた意向を整備内容に反映させることにより、

運営事業者の事業継続に必要な一定の収益の確保と町としてのランニングコストの抑制を

図る必要があります。 

 

３ 再整備の手法 

（１）整備・管理運営について 

複数の民間事業者等から整備内容、整備費用、管理運営手法、管理運営費用等の提案を

受け、その中から最良の運営事業者を選定したのち、整備内容及び整備・管理運営方式等

を協議のうえ決定するものとします。 

 

（２）事業規模 

  本道の駅は老朽化が進んでおり、「第２章 現状分析」で示したとおり、再整備を行わず

に現在の不具合箇所を改修するだけでも約５億円から約６億円かかります。国等の補助金

の交付率を５割と仮定しても、町独自財源は約 2.5 億円から約３億円必要です。 

  また、「第４章 施設配置」では、再整備に必要な費用は約 5.4 億円から約 7.9 億円（周

辺整備費用等は除く）と試算されており、同様に補助金の交付率を５割と仮定すると、町

独自財源は約 2.7 億円から約４億円必要です。 

  一方で民間事業者の参入を促し、そのアイデアを取り入れて再整備するためには、ある

程度の整備費用の確保も必要です。 

前述の試算は令和２年度の建築物価等に基づき推計したものであり、その後の原材料・

エネルギー・物流等に係るコストの上昇、さらには円安の進行などにより建設コストは急

騰が続いています。また、資機材の納期遅延により工期が長期化している状況です。 

このため、本計画の推進にあたっては、社会経済状況を注視しながら、効率的かつ効果

的な事業執行に努めます。国等の補助金や民間資金を最大限活用するとともに、維持管理

費は収益性を確保することにより捻出することを目指します。 



 

（３）スケジュール 

  現時点で想定されるスケジュールは次のとおりになります。 

 

【図 5-1 スケジュール】 
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第６章 再整備後の道の駅おがわまちの展開 

 

１ 観光の拠点としての役割の強化 

  本道の駅の周辺には、見晴らしの丘公園、カタクリとオオムラサキの林、カタクリとニ

リンソウの里、分校カフェ MOZART（旧下里分校）、栃本親水公園などの施設や西光寺、大聖

寺などの神社仏閣などの観光スポットが点在しています。 

  また、当町は、河川空間に新たな魅力を創出する県の取組「水辺 deベンチャーチャレン 

ジ」に参画し、県と連携して、槻川において親水護岸や遊歩道等の整備、本道の駅と川をつ

なぐ遊歩道の整備等を検討しているところです。 

  再整備後の本道の駅は、当町の観光の拠点としての役割を一層強化し、本道の駅利用者

を周辺観光スポットへの誘導を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域振興の拠点としての役割の強化 

  「手漉き和紙と有機の里 道の駅おがわまち」を実現するためには、町内の和紙関係団体、

商工関係団体、農業関係団体等と町、管理運営事業者との連携を推進する必要があります。 

  また、「水辺 de ベンチャーチャレンジ」では、河川空間の利活用計画の策定や整備内容、

整備後の維持管理等を検討するため、町、民間事業者、地域住民等と協議会等を設置する

こととしています。 

  さらに、子供の遊び場や子育てに配慮した施設等の整備により、町内の家族世帯の利用

促進や世代間交流の場としての活用も期待されます。 

  再整備後の本道の駅は、町と関係団体や地域住民等との連携や協議、町民の利用を促進

することで、地域振興の拠点としての役割の強化を図ります。 

 

 

 

 


